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【修士論文 要約】
動機が意思決定に及ぼす影響に関する一考察
―― イメージの動機のクラウディングアウト ――
青谷　賢一郎
【論文要旨】
　動機が意思決定に及ぼす影響は、行動意思決定論における近年の重要なテーマである。
本研究では、様々な動機の中でも、「イメージの動機（Image Motivation、自分が社会か
ら持たれるイメージを少しでも向上させたいという動機）」に焦点を当て、それが、寄付
やボランティア活動といった社会的・利他的行動（Pro-social Behavior）の意思決定にど
のような影響を及ぼすのかについて、先行研究をレビューし、仮説を設定し、実験によっ
て検証したものである。
　社会的行動の背後にある動機としては、イメージの動機のほか、内発的（Intrinsic）な
動機や、外的（Extrinsic）な誘因などがあるとされているが、内心における動機と外的な
誘因との関係については、興味深い現象が確認されている。それは、クラウディングアウ
ト（Crowding out）と呼ばれるもので、内心の動機に基づいた行動に対し、金銭のような
外的誘因が与えられると、かえってその行動が阻害されてしまう現象を指す。この現象に
関する研究の歴史は古く、最近でも、心理学や経済学、脳科学などの諸科学の領域で、研
究が蓄積されてきている。
　イメージの動機のクラウディングアウトは次のように考えることができる。すなわち、
寄付やボランティア活動といった社会的活動には、「無償の善行」というイメージが伴う。
そのため、これらの活動をした人に対して現金のような外的報酬が与えられることが公に
知られると（＝善行に現金の報酬が与えられることが、周囲に「可視化」されると）、そ
の人へのイメージも悪化すると懸念してしまう。かような懸念のため、人は、せっかくの
善行を躊躇してしまうのである。先行研究におけるラボ実験でも、このような仮説の妥当
性が確認されている。
　しかしながら、外的誘因が現金ではなくモノであった場合、イメージの動機がクラウ
ディングアウトするかどうかについては、未だ明らかにされていない。先行研究によれば、
現金とは異なり、お菓子のようなモノによる誘因は、市場原理の世界、厳密な損得勘定の
取引を想起させることはないという。そうであれば、善行に対しモノによる報酬が付与さ
れることが周知になっても、人はイメージ悪化（「あの人は損得勘定で善行を積む悪い人」
だというイメージ）を懸念することはなく、善行を躊躇することもないはずである。そこ
で本研究は、金銭による外的誘因の場合と異なり、モノによる外的誘因の場合には、社会
的行動に向けられたイメージの動機はクラウディングアウトしない、という仮説をたて、
ラボ実験で検証した。
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　実験では、現金以外の有形報酬としてミニチョコレートを用い、社会人（実験 1）と大
学生（実験 2）を対象とした二度にわたる実験を、質問紙を用いて実施した。実験参加者
には、質問紙に〇×を記入すればするほど、多くの金額を慈善団体に寄付できると伝えた。
実験参加者は、3 つの条件（〇×の記入に対して報酬無しの群、現金報酬ありの群、チョ
コ報酬ありの群）のいずれかにランダムに振り分けられた。さらに、イメージの動機にとっ
ては、寄付に対し報酬が与えられることが周知されているという条件（「可視性」の条件）
が重要である。そのため、3 群すべてにおいて、〇×の記入数と（報酬ありの場合には）
報酬の額・数量を、実験後に参加者全員の前で発表してもらうと参加者に伝えた。
結果を「〇×の記入数の平均値」で見た場合、実験 1、実験 2 とも、「チョコ報酬あり」の
群が最も多く、「現金報酬あり」の群が最も少なかった。そこで、両群の記入数の有意差
を検定したところ、実験 1、実験 2 ともある程度の差は認められたものの、統計上有意な
差とまではいえなかった。
　本来、実験 1 と 2 は別々に実施されており、両実験の結果を合わせて分析するべきでは
ない。しかし、念のため二つの実験結果を合わせて検定した。その結果、チョコ報酬あり
の群と現金報酬ありの群とのあいだに、統計上有意な差が認められた。
　実験結果から、仮説は支持されたと考えてよいと思われる。ただ、本研究を通じて、新
たな課題も浮き彫りになった。たとえば、金銭以外の報酬といっても多様なものがあり、
それぞれイメージの動機にどのような影響を及ぼすのか、といった課題である。を挙げる
ことができそうである。
　本研究結果の実社会への示唆もある。例えば、この研究結果に鑑みると、東京オリンピッ
クボランティアへの報酬は、金銭ではなくモノの報酬のほうが良いかもしれない。
大学組織の構造慣性と戦略的適応
―― 家政系学部のダイナミクスの分析を事例として ――
田中　康平
【論文要旨】
　本研究は大学組織における構造慣性と戦略的適応のダイナミックな関係を解明する理論
的枠組みを構築することを目的とし、戦後以降のわが国の家政系学部の長期的な動態の分
析をおこなったものである。
　戦後、女子学生の進学先の一つとなった「家政系学部（家政学部、文家政学部、理家政
学部）」の歴史的動態を分析すると、組織形態が安定する―家政系学部として形態を変え
ず同型化―期間と、設置基準大綱化以降の各大学の戦略的適応に差異が生じる―家政学部
という外形の維持、生活科学系学部への変化、服飾系学部への変化―期間に分けることが
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できる。このことは、前者は組織の個体群生態学パースペクティブが前提とする構造慣性
の概念によって、また後者は環境に対する組織の戦略的適応理論によって、それぞれよく
説明できる。しかし、状態としての組織把握あるいは所与としての環境把握に基づくこれ
ら 2 つの論理は互いに理論的に矛盾しており、時系列上に安定と変化の双方があることを
一貫して説明するには適さない。
　こうした組織慣性と戦略的適応理論の矛盾を解決するため、変化の差異において典型的
な 3 つの私立大学の事例分析をおこなった。
　家政系学部の外形を維持した A 大学は、「家政学部」の伝統を維持すると主張する一方、
大学全体としては、家政と無関連な教育・研究分野への多角化を、特に大学設置基準の大
綱化以降に積極的に図ってきた。組織が蓄積した伝統に配慮しながら他分野―社会進出す
る女性に資すると大学が判断するもの―にも拡大したことは、組織が抱える制約として、
卒業生の輩出を通した社会との接続を重視していたことによる。A 大学が戦略選択にあた
り参照するのは、「良き妻」「良き母」の言葉に象徴される女性を育成し、彼女らの社会進
出を支えるのだという教育機関としての自己認識と、「『伝統』と異質のものが長期視点で
組織を発展させる」という理念であった。
　生活科学部―家政系学部を基盤として教育研究領域を拡張した分野―に変化した B 大学
にとって、自身の外形変化は、戦前の前身校を戦後の制度にあわせて再編したこと以上の
意味を持たない。この変化について B 大学は自身の理念を引き合いに説明しようとするが、
それぞれ全く異なる理念を有する他の複数大学が同様に生活科学部に変化していること、
さらに私立大学に先行して国公立大学において生活科学部の枠組みがすでにあったことを
踏まえれば、この類型の変化は個々の大学独自の理念に基づくものではない。つまり、こ
の類型の大学組織では、理念に先んじて―あるいは理念は形骸化しており―、他者として
の「社会」の変化を重要な心理的制約と捉え、同時に卒業生の輩出を通した社会との接続
が重視されてきたのであった。
　服飾系学部に外形を変化させた C 大学は、理念や他者認識よりも、「服装教育」という
出自に根付く自己認識に対する強いこだわりを有する。改組後の定員構成とカリキュラム
においても服装造形分野に関する実技・実習を重視する姿勢が特徴的にそれを示している。
彼らにとっての自己認識は、大学設置の当初から家政学よりも前身校以来の服装教育にあ
る。家政学の枠組みを他の類型ほどに顧みられなかったことが、女子教育へのこだわりを
他の大学に比して弱いものとし、その結果、男女共学化という選択が、大きな混乱なく実
行された。こうした強い自己認識は、組織にとっての制約として自らの組織の構成員（特
に実技教育を担う人的資産としての教員組織）の満足を重視するものであった。
　事例分析の結果、「利害関係者からの制約条件を大学経営者チームが解釈するフレーム
ワーク」を構成するルーティンに差があること、また、このルーティンレベルで慣性が働
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いており、そこから構造慣性と戦略的適応を矛盾なく説明できることが明らかとなった。
すなわち、個々の大学組織を取り巻く環境が似たものであっても、その捉え方は、個々の
組織が蓄積してきた歴史、活動に基づいて異なり、ゆえに一見同様に見える環境の中で重
視される要素に違いを生じるのである。また、個々の組織における外形分化の差異は、戦
略的適応を図ろうとする組織のルーティンのレベルに慣性が生じることの帰結なのである。
　本研究の成果は、大学経営に実務に対して、本質的な組織の改革・変化を求めるにあたっ
ては、組織自らのルーティンレベルでの変革が必要となることを示唆するものである。
今後の転勤の在り方
―― 転勤許容度から考える ――
島津　侑香
【論文要旨】
　就労人口の減少に伴い、日本は、「日本人の男性で、フルタイム勤務かつ転勤や残業の
要請に対応可能な」人材層中心という雇用モデルでは就労人口を確保することが困難にな
りつつある。企業が就労者、さらには優秀な人材を確保し、持続的な成長を続けるためには、
多様な人材が活躍できる土壌を作っていくことが必須であるが、終身雇用制や年功制に象
徴される伝統的な人事管理の在り方が、多様な人材の活躍を妨げている。
　このような中、いまだ明らかになっていない個人のライフスタイルやキャリア観に即し
た転勤施策を検討するために、本研究において、新たに「転勤許容度」という概念をモデ
ルに取り入れる。転勤許容度とは、本人の転勤に対する受容度を示す概念で転勤の頻度、
転勤場所、転勤場所への時間的距離を掛け合わせた指数である。個人のライフスタイルや
キャリア観に即した転勤施策を検討するために、RQ1 で「転勤許容度」を概念化しその規
定要因を明らかにすること、また RQ2 に転勤施策がキャリア不安に与える影響を転勤許
容度が調整するというモデルを置くことで個々人のキャリア形成に好影響を与える人事施
策を見出す。
　RQ1 における転勤許容度の尺度化では、転勤と関連する「頻度」「場所」「時間」の受容
度合いを測定し、それら 3 つの項目と、それぞれ掛け合わせたもの「頻度 × 場所」「頻度
× 時間」「場所 × 時間」「頻度 × 場所 × 時間」合計 7 通りの転勤許容度を示した。世代間
において、転勤許容度自体に有意差は認められなかったが、転勤許容度の高低の要因とし
て、年代によって転勤許容度が変化し、その規定要因（年齢、異動回数、役職、配偶者の
有無）が明らかになった。仮説では、転勤許容度は年齢別にプロットすると U 字型を描く
と推定していたが、実際には U 字型ではなく、右肩下がりの傾向となった。これは、ライ
フイベントがひと段落したところで、転勤許容度が上がることを予想していたが、実際に
― 71 ―
は若いうちにキャリア形成に尽力し、会社生活の後半（50 代）にライフイベントを重視
したい状況にあることが示された。これは会社の中で 40 代になるとメインプレイヤーと
して責任の大きい仕事を持つにつれて、仕事が面白くなったり、功利的コミットメントが
強い状況（辞めることが損失になる）にあるため、個々人のライフサイクルが転勤許容度
を押し下げる効果以上に転勤許容度のスコアが高くなるのかもしれないことを示す。また、
入社時に持っている転勤意向は、年代によって差があることを予想していたが、実際には
優位な差は認められなかった。今回、多くのモデルで年齢（負）と役職（正）の関係が有
意であったことから、ライフサイクル的には年齢があがると、結婚や育児等で転勤許容度
が下がっていくが、同時に企業は役職昇進と異動を繰り返させることで、ライフサイクル
から生じる転勤許容度の負のインパクト以上に許容度を高め、企業の都合に合わせて転勤
を実施できるような仕掛けを日本的経営の中に織り込んでいたといえるかもしれない。
　RQ2 では、転勤施策がキャリア不安に与える影響及び転勤許容度がその影響を調整する
というモデルを置き、企業のどのような転勤施策がキャリア形成に影響を与えるのかを検
証した。転勤の上限を提示することと転勤許容度の交互作用効果がキャリア不安に正の影
響を与えていることが判明した。企業が有する転勤に関する施策や転勤期間の上限や目安
の提示などを分析したところ、転勤の希望に関する自己申告の制度・社内公募制度や社内
FA 制度等社員自ら手を挙げて異動を希望する制度」において有意に負の影響が確認され
た。また転勤の決定権が会社にあるほど、キャリア不安が高まることがわった。
　転勤許容度の尺度が明らかになったことより、これまでの日本的経営が駆動するメカニ
ズムをより明らかにしたと言えるかもしれない。これまで考えられていた日本的経営→態
度の形成（情緒的コミットメント／心理的契約等）→職務遂行→企業特殊的熟練の形成と
いう図式は、単純化されており、今回の研究を通じ、人事制度→転勤許容度の上昇→異動
の受容→態度の形成→職務遂行→企業特殊的熟練の形成、である可能性があることが示さ
れた。
　最後に今回の分析結果を踏まえ、終身雇用制や年功制に象徴される伝統的な人事管理の
一つとしての転勤について今後の望ましい在り方を指摘する。 
薬価基準改定が国内市場依存型の先発医薬品企業の業況に与える影響について
川上　博之
【論文要旨】
　本研究は、日本国内市場での売上高が占有的な先発型医薬品上場企業群について、薬価
基準改定が企業の業況へ与える影響を実証的に分析することを目的とした。薬価基準改定
が医薬品企業へ与えてきた影響への先行研究では、相応の海外市場売上高割合を有する医
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薬品企業群が主な対象であり、日本国内市場での売上高が占有的な先発型医薬品企業群に
ついては、殆ど報告されていない。
　医薬品産業は日本の成長戦略の主要産業であり、国内市場依存型の先発医薬品企業は、
企業規模や海外進出の可能性から、将来の成長性が期待される企業群である。これらの企
業群についての、近年の薬価低下政策からの業況への影響の有無や、影響への対応戦略の
有効性についての知見は、今後の国内医薬品産業の保護と育成の観点からの有用な示唆が
期待される。
　分析対象として抽出した国内売上高が占有的な 10 社において、過去 5 年間（2012 年～
2016 年）における総売上高と営業利益の推移と、主要品目薬価平均推移の相関性を解析
した結果、売上高では薬価推移との相関性は確認されなかった。一方、営業利益では、半
数の 5 社が薬価低下傾向に対して、正の相関係数（0.164 ～ 0.862）を有し、薬価低下と
相関して営業利益低下傾向を示していた。この営業利益低下の主要因を、売上高の変動要
素から分析した結果、主要品目の薬価低下が主要因であった。一方、先行研究で示されて
いた、薬価低下に伴う需要増を含めた市場成長率から推定される売り上げ増は、既存主要
品目の薬価低下から推定される売上減少分とほぼ同額であり、相殺されていた。
　そこで、薬価低下と相反して営業利益が上昇していた 3 社と、薬価と共に営業利益が低
下していた3社の新規投下品目戦略を比較したところ、前者の企業群では、新薬開発に加え、
販売権のみ取得による新規品目追加、AG（オーソライズドジェネリック）や GE（ジェネリッ
ク）への参入、承継導入などの積極的な新規品目投下により、薬価低下からの否定的な影
響を回避し、売上、営業利益を共に成長させていた。一方、後者の企業群では、これらの
戦略実施が、品目数量や実施時期において不十分であった。
　分析対象 10 社合計としての 2012 年から 2016 年への売上高変動分においては、これら
の新規品目投下戦略で得られた売上高は、約＋ 2280 億円（2012 年度 売上高の 40%）で
あり、薬価低下による売上高減少分の約 1131 億円（2012 年度 総売上高の 20%）を上回
り、売上高増加の主要因となっていた。新規品目投下戦略で得られた売上高の内訳は、新
薬（60％）、販売権取得（25%）、AG/GE（10%）であった。また、販売権取得、AG/GE
の年度売上高は、年度が進むにつれて上昇傾向を示していた。
　これらの分析結果から、薬価基準改定からの薬価低下は、国内市場依存型の先発医薬品
企業群に対して、新薬開発以外の、販売権取得や AG などの新薬開発以外の代替戦略への
誘因を強めている事が示された。これらの企業群では、研究開発費と売上原価は上昇傾向
にあり、利益率を確保するため、販売権取得や AG/GE 等、開発リスクを伴わない新薬開
発の代替戦略を今後も推進していくと考えられる。
　本研究からは、薬価低下政策が、国内市場依存型の先発薬開発企業群の業況へ否定的な
影響を与え、かつ、新規品目戦略へも影響を与えている事が明らかとなった。今後の薬価
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改定においては、後発品使用率上昇の為に、長期収載品の薬価低下がさらに推進される予
定（Z2 施策）となっている。薬価低下政策が、これらの企業群に対し、新薬開発活動の
相対的な戦略価値の低下や、販売権取得や AG などの医薬品企業内部からの付加価値付与
を引き起こし、患者や医薬品市場に対し、意図しない影響も与えうる可能性が示唆された。
多目的遺伝的アルゴリズムによる IT プロジェクトスケジューリング
小林　敬明
【論文要旨】
1　はじめに
　IT 業界におけるプロジェクトの平均成功率は 31.1% である。これは、要件定義の遅れ
や仕様変更が頻発することに起因する。また、IT を構成する要素の 1 つであるソフトウェ
アは実体も形もなく、リスクを認識したり予測したりすることも困難である。有事の際プ
ロジェクトマネージャは再スケジューリングを最優先するが、プロジェクトマネージャは
常に多忙でストレスフルである現状に加え IT 人材不足がプロジェクトマネージャの負荷
を増大させている。これらより、IT プロジェクトマネジメントにおいてスケジューリング
作業の効率向上によるプロジェクトマネージャの負荷軽減は喫緊の課題である。そこで、
課題の解決策として、プロジェクトの納期とコストのトレードオフを考慮した IT プロジェ
クト向けのスケジューリングソフトウェアを提案する。
2　多目的最適化によるモデル化
　IT プロジェクトの特徴から、 
（1） プロジェクト完了日数（単位：日、以降「納期」とする。）
（2） 全要員の重複タスクの日数の合計（単位：日、以降「重複日数」とする。）
（3） プロジェクトに参画する要員数（単位：人、以降「要員数」とする。）
の 3 つの目的関数の最小化を目的とする。
　（1）と（3）はそれぞれ離散時間コストトレードオフ問題で主題となる時間とコストを
表す目的関数である。（2）は IT プロジェクトの特徴を反映した目的関数である。
　また、IT プロジェクトのスケジューリングで一般的に用いられている以下を制約条件と
して設定する。
（ア） プロジェクトスケジュールは複数のタスクから構成され、各タスクには先行タス
クと期間（日数）が設定されている。
（イ） 最初のタスクを除く全てのタスクには先行タスクが設定されている。
（ウ） 先行タスクは複数設定できる。
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（エ） タスクに割当てる要員は要員リストに登録されている。
（オ） 1 タスク割当てる要員数は 1 名である。
（カ） プロジェクトスケジュールは 1 つのタスクから始まり、1 つのタスクで終わる。 
　最小化したい関数が 3 つであることから、多目的最適化問題となる。多目的最適化問題
で注目されている進化計算は、産業応用との親和性も高い。本研究では、進化計算による
多目的最適化で最も有名なアルゴリズムとして応用分野で頻繁に利用されている NSGA-II
を採用することとする。
3　厳密解の初期集団への適用
　数値実験を実施したところ、解の多様性が不足していることがわかった。対策を検討し
た結果、 IT プロジェクトのスケジューリングに特化した本研究のモデルは、単一目的最適
化でパレートフロントの一部を厳密解として少ない計算量で得ることができる特殊なスケ
ジューリング問題であることがわかった。具体的には、3 つの目的関数、（1）納期、（2）
重複日数、（3）要員数のうち、（2）（3）を最小にした状態で（1）を最小化する遺伝子、（1）（3）
を最小にした状態で（2）を最小化する遺伝子、（1）（2）を最小にした状態で（3）を最小
化する遺伝子の計3つのパレートフロントの端にある厳密解を表す遺伝子をそれぞれO（タ
スク数）の計算量で獲得することができる。そこで、これら 3 つの遺伝子を、遺伝的アル
ゴリズムを実行する前に算出し、初期集団に含めることとする。
4　数値実験
　計算完了 1 時間以内を目標として、962 タスクの実務データ及び 1000 タスクの人工デー
タを用いて数値実験を行った。実験環境は CPU が Intel Core i7-7600U@2.80GHz、メモ
リが 16GB で、Python3.6.3 にて実装した。遺伝的アルゴリズムの世代数は 600、個体数
は 600 として、それぞれのデータで 10 回実行した。実験の結果、多様性をもった面を得
ることができた。計算時間は、実務データが平均 54 分 16 秒、人工データが平均 53 分 44
秒と目標の 1 時間以内を達成した。最終世代 HyperVolume 値も有意水準 5％において差
は認められず安定して解が得られた。
5　おわりに
　複数の実務家に実験結果に対する意見をヒアリングしたところ、生成されたスケジュー
ルはたたき台として十分利用可能との評価が得られた。課題であった IT プロジェクトマ
ネジメントにおいてスケジューリング作業の効率向上によるプロジェクトマネージャの負
荷軽減は、提案するソフトウェアで自動スケジューリングさせることで、達成できるとい
える。
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病院における質改善への取組みが経営に与える影響について
関　悠希
【論文要旨】
　社会保障費の増加による財政のひっ迫や、人口減少・少子高齢化の進行によるニーズの
減少により、病院経営は近年悪化の傾向にある。本論文は経営環境が厳しさを増す病院に
おいて、ニーズを獲得し生き残りを図っていくためには、医療や経営に関する質改善への
取組みが競争優位になり得ることを実証分析により示したものである。
　先行研究では、一般企業においては質改善への取組みとして ISO9000 と業績の関係に
ついて分析したものがあり、医療分野においては公益財団法人日本医療機能評価機構が実
施する病院機能評価の評価結果や病院独自の臨床指標と業績との関係について分析したも
のがある。これらの研究では質改善への取組みが ROA や利益率、売上高等に対してポジ
ティブな影響を与えることが確認されているが、企業の事例では利益の最大化を目的とす
る企業と非営利組織である病院とでは組織の特性が異なること、医療分野の事例ではサン
プルの地域等に偏りがあり、病院の特性についても十分に考慮されていない点があるため、
汎用性や蓋然性が低いといった課題があった。そこで本研究では全国の病院の財務データ
を用いて、病院の特性を踏まえた分析を行うこととした。
　具体的には病院機能評価の取得の有無、及び同評価の評価結果を質改善への取組みの指
標とし、病院の財務データから作成した複数の経営指標と分析した。分析にあたっては、
①「病院評価機構の病院機能評価を取得している病院は、取得していない病院に比べて業
績が良い」、②「質改善への取組みをしている病院ほど業績が良い」、③「経営指標によっ
て関係する機能評価の評価項目は異なる」、の 3 つの仮説を設定した。③は病院機能評価
のどの項目がどの経営指標に影響するかをみるためのものである。
　分析にあたっては、まず、病院機能評価を取得している病院と取得してない病院につい
て、t 検定にて業績の比較を行った。その結果、病床 1 床当たり医業収益や入院患者 1 人
1 日当たり入院収益において、取得病院が非取得病院を有意に上回っており、これにより
仮説①「病院評価機構の病院機能評価を取得している病院は、取得していない病院に比べ
て業績が良い」は実証された。
　次に、差がみられたこの 2 つの指標について評価項目の影響をみるため、指標とすべて
の評価項目の評価結果について単回帰分析を行った結果、複数の評価項目が収益に有意に
ポジティブな影響を与えていた。影響を与えていた評価項目の例としては「患者等の急変
時に適切に対応している」、「診療の質の向上に向けた活動に取り組んでいる」、「転倒・転
落防止対策を実施している」等があり、影響のあった評価項目は収益との関係性から「患
者の確保・受入れ体制の強化により新たな収益確保につながるもの」、「業務の管理体制の
強化により確実な収益確保につながるもの」、「入院の長期化防止により高い水準での収益
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確保につながるもの」の 3 つのカテゴリに分類可能であった。これらの評価項目の評価結
果が高いほど、収益にポジティブな影響を与えていることが確認されたため、仮説②「質
改善への取組みをしている病院ほど業績が良い」についても実証された。
　最後に、その他の経営指標と評価項目の関係をみるために相関分析を行った結果、複数
の項目間で正又は負の相関が確認された。興味深い結果としては、多職種協働に関する評
価（「多職種が協働して患者の診療・ケアを行っている」）と従事者 1 人当たり人件費の負
の相関があり（多職種が協働するほど従事者 1 人当たり人件費は低下する）、人件費が収
支を圧迫する病院において経営の参考になるような結果を得ることができた。経営指標に
よって関係の強い評価項目は異なることが確認されたため、仮説③「経営指標によって関
係する機能評価の評価項目は異なる」も実証された。
　本研究では、病院に対して、医療や経営に関する質改善への取組みが、競争優位になり
得ることを示した。しかしながら、なぜその取組みが収益に影響を与えるのかといったプ
ロセスについては推測の域を出ていない点、元々業績の良い病院が機能評価を取得してい
る可能性を排除出来ていない点、地域性等の外部要因について検討していない点が今後の
課題であると思われる。
